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　ヘクシャー・オリーン定理が，サミュエルソン〔7〕，〔8〕によって，2財・

2生産要素のモデルの枠組の中で，厳密に証明されてから，2財・2要素モデ

ルは，貿易理論の中心的な位置を占めて来た。しかし，よく知られているよう

に，ヘクシャー・オリー1ノ定理の2つの命題一要素賦存比率命題と要素価格

均等化命題一が成立するためには，かなりきびしい仮定が必要である。ある

仮定をはずしたり，それを別の仮定に変更した時に，上述の2命題が成立する

かどうかは，きわめて興味深い問題であり，事実このような線に沿った研究も

数多くなされている。

　本稿のテーマも，このような試みの1つで，各部門の生産要素の1つが，その部

門でしか使われない場合に，ヘクシャー・オリーン定理が成立するか否かを論

じる。このタイプのモデルは，テミン〔9〕によって論じられ，ジョーンズ〔4〕

によって，数学的に分析された。ジョーンズは，要素価格均等化命題とともに

貿易理論の重要な定理であるストルパー・サミ。しエルン1／定理とリプチソスキ

ー定理が，このタイプのモデルの下で，妥当するかどうかを議論した。彼の分

析が，いろいろな問題に適用されることは，最近の2，3の研究によって示さ
　　　（1〕
れている。

　本稿は，ジョーンズのモデルを図形によって示し，さらに生産要素の賦存状

態にある特定の仮定を置くことによって，貿易と生産要素の国際的な移動にか

んする若干の問題を考察する。
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1．　モ　デ　ル

　ここで想定する経済には，2一種類の財・サービスが存在し，それぞれ2つの

生産要素を用いて生産される。しかし，1序において述べたように，生産要素

は，両財産業で使用される「一般要素」と，ある財の産業だけでしか使用され

ないr特殊要素」とに分けられる。以下の議論では，「一般要素」は，労働と

するが，r特殊要素」は，特別に規定しない。それは，ジョーンズが述べてい
　　　（2）
るように，物理的に全く異なる2つの生産要素一だとえば，資本ストックと

土地ないし天然資源一であっても，また同じ資本ストックでも，一度使用さ

れたら他産業へ移動したり，他産業で使用したりすることのできない生産要素

であってもよい。あるいは，生産関数を広義に解釈して，販売活動を含みうる
　　　　　（3）
ものと考えれば，r特殊要素」として経営資源を考えることも可能であろう。

いずれにせよ，r特殊要素」は，ある産業でしか使用されない生産要素と定義

される。

　さて，各財は労働と特殊要素によって生産されるから，財の生産量をX，労

働量を工，特殊要素の賦存量をγで表わせば，生産関数は，

XFF。（γ1，γ。）

x2＝凡（z2，γ2）

（1）

（2）

と書くことができる。各生産要素の限界生産力は逓減し，1要素のみでは生産

が行なわれないことを仮定する。

　すべての価格は完全に伸縮的で，労働は自由に2産業間を移動できるものと

する。このことから，労働は完全雇用される。全労働量を五とすると

　　　　　　工＝工。十Z。　　　　　　　　　　　（3）

他方，特殊要素γ1，γ筥は，この経済に存在する全ての要素量を示してお

り，完全雇用されている。

労働の価格，すなわち貨幣賃金率Wは，労働の限界生産力の価値に等しく
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決まるものとすれば，

　　　　　　　　　∂F、　　∂F。
　　　　　　π＝＾一＝加一　　　　　　　　　（4）
　　　　　　　　　∂L。　　∂工2

とたる。ここで，伽（｛＝1，2）は’財の価格である。賃金を支払った残りは，

特殊要素に対する報酬になるから，γ1，γ。の価格をそれぞれR，Qで表わせ

ば，

　　　　　肌一肌一肌・一中（川省ム1（・）

　　　　　肌一泌一肌一小（川一み1（・）

　次に，生産関数の一次同次性の仮定を導入すれば，（1），（2）式は，次の

ように書き改められる。

　　　　　　凡一肌（・音）一州）　　（・）

　　　　　　石一期（・去）一舳）　　（・）

　　　　　　　　　　　　∫三’＞O，∫｛”くO（｛＝1，2）

　ここで，鳥は，’財の特殊要素・労働比率を示している。

　第2財で測った賃金率をωとすると，

　　　　　　　　w
　　　　　ω＝一＝クげ1（尾1）一尾、∫一’（島1）コ＝∫。（島）一島∫。’（尾。）（9）

　　　　　　　　ク2

　ここでクは，第1財の相対価格，すなわち，クI伽である。（9）式と同様

に，第2財で測ったRと．ρをそれぞれ7，σで表わせば，（5），（6）は，

　　　　　　　R　ク
　　　　　7二一二一［L1∫。（冶1）一1∫1（島1）一尾1〃（冶1）1工1コ
　　　　　　　カ2　γ、

　　　　　　　　＝机’（尾1）　　　　　　　　　　（10）

　　　　　　　Q　　1
　　　　　・＝瓦＝T［帆尾・）’舳）一冶・”（冶・）｝L・コ

　　　　　　　　＝ア2’（島）　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

となる。（10），（11）式はまたγ。，γ2の価格が，それぞれγ1，恥の限界生
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産力に等しいことを表わしている。

　（3），（7），（8），（10），（11）の7個の式と

　　　　　　γ1＝冶1L1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

　　　　　　γ。＝島工。　　　　　　　　　　　　（13）

の2個の定義式にはX、，X。，工］，工。，后、，島，〃，7，g，ク，γ1，γ2，工の13個の

変数がある。この中で，17i，γ2及び工は一定で，残りの10個の変数のうちど

れか1つが決定されれば，上記の9個の方程式からすべての変数が決定され

る。

　この節の残りの部分では，以上のモデルを図形で示し，主要な変数間の関係

を導出する。第1図は，BOx－Diagramである。左下と右上のコーナーは第1

財と第2財の等量曲線群の原点である。上辺と下辺は労働，左辺は特殊要素

γ］，右辺はγ。がとられている。特殊要素は完全雇用されると仮定されている

から，生産はつねにAB上で行なわれる。B点は労働がすべて第1財を生産

するために使われ，したがって第2財の生産が全く行なわれないような点であ

る。このとき，等量曲線と原点x］とを結んだ直線の傾きによって表わされる

特殊要素・労働比率尾1は，最小値を・をとる。（島は，図から明らかなように

無限大になる。）他方，A点は逆に労働がすべて第2財の生産に向けられ，第

1財の生産が行なわれないような点である。このとき，尾1は無限大になる。

　　　　　　　　　　　　　　第　1　図
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（島は最小値島をとる。）

　第2図は生産可能曲線で，通常のモデルと同様，右下りで原点に対して凹の
　　　　　（4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

形をしている。第2図のC，Dは，第1図のA，Bに対応している。財の相

対価格が与えられると，生産は価格と生産可能曲線の傾きが等しい点で行なわ

れる。たとえば，価格線がπで与えられるとしよう。その時生産はE点で行

なわれる。E点に対応する第1図の、点が丁点であるとしよう。丁点では，全労

働量のうちXlFが第1財産業に雇用され，X・Gが第2財産業に雇用される。

特殊要素の量は一定だから，尾1，妬も労働の配分に応じて決定される。また，

各財の等量曲線の接線の傾きは，要素価格の比を表わすから，それらも一義的

に決定される。ここで，要素の相対価格を次のような記号によって表わすこと

にしよう。すなわち，賃金とγ1の価格の比率m／γをβ，賃金とγ。の価格

の比率ωノqをγ，そしてγ1の価格と17。の価格の比率7／gをαで表わ

す。E点，すなわち丁点で生産が行なわれる時，βとアは，それぞれHとI
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
での等量曲線の接線の傾きとして示される。

　最後に，第1図と第2図を使って財の相対価格力と，特殊要素の価格比率

α，それに特殊要素労働比率島の関係を導出する。財価格力の低下は，生産点を

第　2　図

X，

E
　　　　　　P（±P一／P。）

X1
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DからCに向って移動させる。これは，第1図におけるBからAへの移行と同

じである。すなわち，第1財の相対価格の低下によって，第1財産業は労働を

解雇して生産を縮少せざるをえない。他方，第2財産業は第1財産業で解雇さ

れた労働を雇用して生産を拡大する。このとき，第1財産業の雇用労働量の減

少によって尾1は上昇するであろう。また，第1図からわかるように，βは上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m／9
昇し，γは低下する。これは，αの低下を意味する。なぜなら，α＝4σ＝一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m／7

＝r／βだからである。したがって；財価格力と要素価格比率α，及び要素比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
率尾一の関係は，第3図のように表わされる。

　　　　　　　　　　　　　　　第　3　図

　　　　　・（耐）　　　　1
　　　　／　　　　　l

P
　　　　　　　　王　O　　止一

　α（ム’〕

／

仏

2．開　放　経　済

　この節では，外国を導入しよう。外国も，2財X1，X。を3要素，ム，γ。，γ2

によって，自国と同一の生産関数の下で生産する。生産要素は完全雇用され，

すべての価格は伸縮的である。このような場合，両国の経済の生産の側におけ

る違いは，生産要素の賦存量に現われてくる。いろいろなケースが考えられる

が，以下では，最も簡単なケースとして，総労働量は両国では同じだが，特殊

要素の賦存量が異なるケースを考えよう。以下では，外国を＊によって表わ

す。

　第4図は，自国において特殊要素γ、が外国よりも豊富だが，γ。が稀少で
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　　第　4　図
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あるようなケースを示している。すなわち，五＝L＊，γ1＞γ、＊，そしてγ2く

γ2＊のケースである。あるいは，同じことだが，左1＞些1＊，左2＜島＊のケースと

　　　　　（8）
いってもよい。図から容易に分かるように，τ（T＊）では，々1＝冶、＊二島＝冶2＊

となり，T（T＊）とS（S＊）の間では，同一の要素比率尾1＝冶1＊に対して，島〉

島＊であり，T（τ＊）と児（灰＊）の間では，同一の要素比率に対して，島＜后2＊で

ある。これに対応して，両国の財価格ク，カ＊は丁点で等しくなり，TS（T＊5＊）

間でク＞ク＊，TR（τ＊R＊）間でクくカ＊となる。なぜなら，（9）式から，財価

格は

　　　　　　　　∫2（島）一冶ノ里’（島）

　　　　　　カニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　　　　　　　　∫1（冶1）一冶1∫1’（島1）

となる。（14）式から，T（τ＊）点では，后1二尾・＊＝島＝尾2＊だから，両国の財価

格は等しい。すなわちカ＝ρ＊。しかるにτS（τ＊5＊）間では，々1＝后1＊に対し

て島＞冶2＊，TR（T＊R＊）間では，島2＜島＊であるから，（14）式の分子からわか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
るように，それぞれカ＞ク＊，カくカ＊となる。

　また，要素価格比率αも，T（T＊）点を境にして両国で異なる。（1O），（11）

式から，
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　　　　　　　7　〃1’（尾1）
　　　　　α：一＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　　　　　　　q　∫2’（后2）

「（T＊）点では，α＝α＊であるが，TS（T＊S＊）間では，冶2＞柘＊，ク〉力＊だから

α＞α＊，τR（T＊R＊）間では，尾2＜尾2＊，ク＜ク＊だから，α＜α＊となる。両国の財

価格，要素価格比率，そして要素比率の関係は，第5図に示されている。

第　5　図

　　　　　　　　　　　　”’（析〕

州ブニミ！、／州
　　　　　　　　　　　1　　　1

　　　　　　　　　　　1　　　　1
　　　　　　　　　　　1　　　1
　　　一一一一■一■一’＿■一＿＿　　＿」L＿
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3、貿易パターンと生産要素価格

　2財2要素モデルでは，若干の限定の下でヘクシャー・オリーン定理が成立

するが，われわれのモデルでは，それはどのような意味を持つだろうか。はじ

めに，要素賦存比率命題について，次に要素価格均等化命題について検討して

みよう。

　（1）要素賦存比率命題

　貿易を始める前の両国の均衡価格が，第5図の尾。，尾。＊で示されるような資

源配分の下で決定されるものとしよう。これは，第4図において，自国は丁

点の左側で，また外国は，τ＊点の右側でそれぞれ生産を行なうことを意味し

ている。自国では，171が外国よりも豊富で，γ2が希少であることを考える

と，需要側の強い偏向がない限り，生産（消費）が上記のように決定されるの
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は，plausib1eと考えてよいだろう。したがって，この場合には，α〈α＊で，

かつク＜ク＊である。すなわち，γ1が豊富に存在する自国は，γ、の価格が外

国に比べて相対的に安く，したがって自国は第1財に比較優位を持っている。

この場合には，ヘクシャー・オリーン定理は妥当する。しかし，図からわかる

ように，両国の貿易前の要素の賦存状態を示す左1が，接近している場合に

は，要素賦存比率命題が妥当しない場合がありうる。たとえば，第5図におい

て，自国の尾1が，包と冶。’の間に存在しているなら，自国は，γ1が豊富に

存在しているにもかかわらず，γ1を使う第1財の価格が外国に比べて相対的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
に高い。つまり，第1財は自国にとって比較劣位の材となる。

　（2）要素価格均等化命題

　貿易が行なわれれば，国際市場で財価格が均衡する。第5図から明らかなよ

うに，この時，国際的な均衡価格が偶然力になる場合を除いて要素価格比率
　　　　　　　　　　　（ユエ）
は両国で同じにはならない。均等化の方向に向うと一般にいうことはできる

が，両国の貿易前の要素比率が接近している場合には，逆に両国の要素価格比

率の相違が貿易後拡大する場合も起りうる。たとえば，自国の冶1が，左1と

尾。’の間に位置している時は明らかに要素価格比率の差は大きくなっている。

4．生産要素の国際的移動

　前節の（2）で考察したように，貿易が行なわれても両国の要素価格は均等

化しないから，生産要素の国際的た移動のインセンティブが起る。ここでは，

労働は国際的には移動しないが，特殊要素は移動すると仮定しよう。

　特殊要素の移動を検討するために，財価格と要素の絶対価格の関係を求め

る。（9），（1O）式をクで微分すると，

　　　　　　∂κ　　　　　　　　肋、
　　　　　　T：〃（尾1）十が、”（島）一〉O　　　　　　（16）
　　　　　　ψ　　　　　　　　　∂カ

　　　　　　∂g　　　∂島肋。（工2）
　　　　　　万イ”（尾・）1ゐ、∂力くO　　　　（17）

　第4図のT（T＊）点では，7：γ＊，g＝g＊であり，TS（T＊S＊）間では，ク〉

力＊，尾。＞島＊だからγ＝∫、’（尾1），g＝∫里’（島）を考慮すると，γ〉舛，g〉g＊とな
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第　6　図

P一口

r’ iP’〕

q‘lPつ r｛P）

o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

る。また，τ児（T＊亙＊）間では，κ＜7＊，σ＜σ＊となる。これらの関係は，第6

図に示されている。

　第6図からわかるように，財の国際的な均衡価格がカ以外であれば，両国

の各々の特殊要素の価格は異なっている。たとえば，国際的な均衡価格がク

よりも高く決定されるなら，7＞7＊，σ＞9＊となり，クよりも低いなら，7く7＊，

ηくσ＊となる。前者の場合，特殊要素はともに外国から自国に流れる。また，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
後者の場合には逆である。これは，要素価格を均衡化させる。しかし，われわ

れのモデルでは，各要素の相互交流は起らない。両要素はともにある国から他

の国へ移動する。

数学付録

　11はじめに，本文の順序とは逆になるが，財価格，要素価格及ぴ要素比率

の間の関係を求める。

　（12），（13）式から

　　　　　　　　冶。γ。
　　　　　　烏＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－1）
　　　　　　　　冶。L一γ1

島で微分すると

　　　　　　∂后1　　一γ1γ2
　　　　　　一＝　　　　　　くO　　　　　　　　　　　　（A－2）
　　　　　　∂島　（冶1Z一γt）2
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次に，（14）式の力（冶1）を冶1で微分すると

　　　　　　　　　　　∂島2
　　　　　助一一舳万舳州舳舳”）〈。
　　　　　肋、　　　　　　　び1一尾1∫1’）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－3）

また，（15）式のαを后、で微分すると

　　　　　　、、（者〃十〃い〃・箸
　　　　　　一＝　　　　　　　　　　　　　　　　〈O　　（A－4）
　　　　　　∂冶1　　　　　　　仇’）2

　2．次に財価格が生産量に与える影響，及び生産要素の賦存量が要素価格に

与える影響について考察しよう。

　初期にすべての価格が1であると仮定して，基本モデルの変化形を求めると

　　　　　　∂X1＝∫μム1＋工1肋1

　　　　　　dx宮＝∫26工2＋工2幽2

　　　　　　d工＝6工1＋ゴエ2

　　　　　　∂γ1＝尾〃工1＋工1肋1

　　　　　　6γ2＝島6z2＋工2幽2

　　　　　　伽二助一々］〃a冶1＝一尾。∫2”6島

　　　　　　　伽：ψ十フユ”肋］

　　　　　　　吻二∫。”牝

上の第3式から第6式までで・商，肋2，札1及び肌筥が導出され，それらを

第1式，第2式に代入して，生産要素量が一定だとして，財価格が生産量に与

える効果をみると

　　　　　　εXl．　一工1L2　　∂X2　工1ム2
　　　　　　一一一二　　　　＞O，一＝　　　＜O　　　　　（A－5）
　　　　　　　ε力　　∠　　　砂　　」

　　　　　　㎡x宮
　　　　　　万二一ク（＝一）　　　　　（A－6）

また

1（青）ク

∂ク　X呈／X。

工1∫1＋L山
　　　　　＜O∫ゴ∫。・一

（A－7）
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ここで

　　　　　　∠＝ム島ゲ里”÷ム。尾〃1”＜O

（A－6），（A－7）式は，生産可能曲線が右下りで，原点に対して凹であること

を示している。

　次に各生産要素の価格の変化は，

　　　　　　　　島∫。”
　　　　dm＝　　∠　［一炉尾ノ1”6五十后1尾・ア・”6γ1＋冶・ヴ1”dγ2一尾・五・ψコ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－8）

・一逡ｩ〃・鮒舳w篶・（仏ム十÷）ψ1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－9）

　　　　　　　∫。”
　　　　吻＝　　［一々12鳥カ”aム十后1島∫1”6γ、十后1γ1”aγ。一島ムaカゴ
　　　　　　　∠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－10）

（A－8）～（A－10）式は，要素価格が財価格だけではなく各生産要素の賦存量か

らも影響を受けていることを示している。すなわち，労働量の増加は賃金を下

落させ，特殊要素の価格を上昇させる。他方，特殊要素量の増加は賃金を上昇

させ，それ自身の価格を下落させる。

　※　本稿の作成過程で，小島清教授，山沢逸平助教授及び池間誠助教授より

貴重なコメントをいただいた。記して感謝の意を表します。

注

（！）

（2）

（3）

（4）

（5）
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　ケイブス［1コは，ジョーンズのモデルから得られた結果を利用して，直接投

資に関する若干の現象の解明を試みている。池間［3］は，ジョーンズ・モデル

を本稿とは別の図形で表わし，直接投資の受入国の経済厚生の問題を論じている。

また，このモデルの動学化の試みが最近犬山［6］によってなされた。

　ジョーンズ［4］，p．5一

　生産関数に関するこのよう次考え方は，藤野［2］，200－201頁にみられる。

　数学付録（A－6），（A－7）式参照。

　しかし，A，BないしC，Dでは生産は行たわれたいことに注意しなければな



『2財・3要素モデルにおける貿易と生産要素移動』

　　らない。

（6）生産関数の一次同次性の性質から，丁点での等量曲線の傾きは，H点だいしI

　　点でのそれに等しい。

（7）　より厳密な証明は，数学付録で与えられる。特に，（A－3）式と（A－4）式を参

　　照。

（8）第4図では，特殊要素γ・の賦存量の差が，γ呈のそれの両国の差と等しいよ

　　うに描かれているが，これは議論の簡単化のためである。そうでない場合が一般

　　的だが，このことは議論には重要た影響を与えない。

（9）分子を島で微分すると一島ハ”（局2）となり，これは正である。したがって，
　　尾、≧冶、＊に従って力≧力＊となる。

　　　＜　　　　　　　　＜
（10）　ここで採用している証明方法は，ヘクシャー・オリーン定理を証明する際に使

　　われる標準的た手法ときわめて類似している（たとえば，小宮・天野［5］，第1

　　章参照）。ただ，このモデルでは，要素賦存量から財価格が独立でないので，いろ

　　いろだケースが考えられ，分析はいちじるしく複雑になる。ここでとりあげたケ

　　ースは，それらのかなり限定された一ケースといえるであろう。しかし，労働の

　　賦存量が同一で，特殊生産要素の賦存量が異なる経済という例は，現実にかなり

　　多くみられるであろう。また，図形を用いないで，要素賦存比率命題を検討した

　　ものとして，大山［6］，22－24頁がある。

（11）　ジョーンズが指摘しているように（［4コP．5），生産要素価格は一般には均等

　　化しない。しかし，均等化するケースも例外的にありうることが示されたのは，

　　図形化したことのユつの成果ではないかと思われる。

（12）数学付録（A－2），（A－3）から，肋呈／肋I＜O，物ノεク＜0である。
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